
救急医療体制等のあり方に関する検討会 開催要綱 

 
１．目的 
 救急医療は、昭和 39 年からの救急病院・救急診療所の告示制度、昭和 52 年

からの初期・二次・三次救急医療機関の整備、平成 3 年の救急救命士制度創設

などにより、体制整備が行われてきた。また、平成 9 年 12 月に「救急医療体制

基本問題検討会報告書」、平成 20 年 7 月に「救急医療の今後のあり方に関する

検討会中間とりまとめ」がとりまとめられ、救命救急センターに対する新しい

評価の実施、救命救急センターの量的充実化及び救急搬送における円滑な受入

れの推進等が進められてきた。 
一方、近年における救急医療需要の増大に対応し、救急患者の適切な医療機

関での受入体制の機能強化や救命救急センター、二次救急医療機関の充実強化

等について検討するため、有識者による検討会を開催するものである。 

 
２．構成員 
（１）各分野の有識者により構成する。 
（２）構成員のうち１人を、座長として互選により選出する。 
（３）座長は必要に応じ、検討に必要な有識者等の参加を求めることができる。 
 
３．検討内容 
（１）救急患者の適切な医療機関での受入体制の機能強化について 
（２）救命救急センターおよび二次救急医療機関の充実強化について 
（３）その他 
 
４．検討スケジュール 
平成２５年２月に第１回を開催し、年内を目途に検討結果をとりまとめる。 

 
５．運営等 
（１）検討会は、原則として公開するとともに、議事録を作成し、公表する。 
（２）検討会は、医政局長が主催し、その庶務は医政局指導課が行う。 
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別紙 



 
（１） 救急患者の適切な医療機関での受入体制の機能強化について 

•ＩＣＴの活用 
•搬送先医療機関に係る関係者間の事前協議について 
•病院前、院内トリアージの連携、地域の救急医療体制全般の把握 
•メディカルコントロール体制の強化 

  
（２） 救命救急センターおよび二次救急医療機関の充実強化について 

•救命救急センターの充実段階評価に係るさらなる情報の公開 
•救命救急センター、二次救急医療機関の機能改善方策について 

  
（３） その他の話題 

•初期救急医療体制の充実強化 
•緊急性の高い身体合併症があり、精神疾患をもつ患者の受入体制の構築 
•＃８０００の質の向上 
•小児救命事案における各科医師の連携 
•母体救命事案における各科医師の連携 
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